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概要
目的

詳
細

国土交通省モビリティサービス推進課
03-5253-8980 hqt-newmobility-02@gxb.mlit.go.jp

予算額
令和２年度３次補正一般会計

30,497百万円の内数
令和３年度当初一般会計 100百万円

特徴・
ポイン
ト

 MaaSのモデル構築や、普及に向けた基盤づくり（計画策定、新型輸送サービス、キャッシュレス決済、データ化）などを支援
 R2年度は、モデル構築:38事業、 AIオンデマンド交通:9事業者、 運行情報等のデータ化:10事業者、 キャッシュレス決済の導入:26事業者
 R3年度は、with/afterコロナにおける新たなニーズ(混雑、接触回避など)への対応や、スーパーシティ／スマートシティとの関連、実装性などがポイント

地域が抱える課題の解決
• 新しい生活様式への対応
• 移動の利便性向上
• 既存公共交通の有効活用

• 公共性や実装性の高いMaaSの取組への支援

• MaaSの実現に必要となる基盤整備や、法改正で新設された
計画認定・協議会制度の活用等についての支援等

• 外出機会の創出と地域活性化
• スーパーシティ／スマートシティの実現
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地方公共団体の活用事例

大津市中心市街地及び比叡山周遊の活性化を目指した大津市版MaaS実証実験
（滋賀県大津市）
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